
 

 

公益財団法人滋賀県国際協会の概要について 

 

１ 名称 公益財団法人滋賀県国際協会 

 

２ 設立年月日 昭和 54年７月 19日 

 

３ 設立の趣旨・目的 

協会は、経済、技術、文化等広い分野の国際交流を積極的に推進し、滋賀県民の国際 

理解を深め、国際協力思想の高揚を図るとともに、県民と外国人県民等とがお互いの文

化習慣の違いを認めつつ、多文化共生の住み良い地域社会づくりに寄与することを目的

とする。 

 

４ 業務概要 

(1)国際交流事業の企画および推進 

(2)国際交流に関する調査および研究ならびに情報の収集および提供 

(3)多文化共生の推進 

(4)国際交流、国際理解、多文化共生等に関する団体等との連絡調整・支援・協働 

(5)ボランティアの育成および組織化 

(6)外国人県民等や外国人留学生に対する支援 

(7)海外渡航に対する支援 

(8)国際交流に関する受託事業 

(9)その他協会の目的を達成するために必要な事業 

 

５ 出資の状況（令和７年度末）              （単位：千円、％） 

区分 出資額 構成比 区分 出資額 構成比 

基本 

財産等 

滋賀県 400,000 94.2 

その他 

   

寄付金

等繰入 

 24,817  5.8    

   小計   

小計 424,817 100.0 合計 424,817 100.0 

 

  

総務・企画・公室常任委員会資料３ 

令和８ 年（ 2 0 2 6 年） ８ 月５ 日 

総 合 企 画 部 国 際 課 
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６ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 役員等 

役職 氏名（他団体での役職） 常勤 

会  長 櫻田  満 （株式会社関西みらい銀行エグゼクティブアドバイ

ザー） 

 

評 議 員 川戸  良幸（公益社団法人びわこビジターズビューロー会長）  

評 議 員 大河原 佳子（日野町国際親善協会事務局次長）  

評 議 員 河    炳俊（近江渡来人倶楽部代表）  

評 議 員 井手  慎司（滋賀県立大学学長）  

評 議 員 白木  宏司（一般社団法人滋賀県労働者福祉協議会会長）  

評 議 員 児島  多鶴子（滋賀経済同友会副代表幹事）  

評 議 員 田島  一成（彦根市長）  

評 議 員 宮部  真典（京都新聞滋賀本社代表）  

評 議 員 野阪  克義（立命館大学BKC国際教育センター長）  

評 議 員 東郷  寛彦（滋賀県総合企画部長）  

理  事 ニーナ・ハッカライネン 

（特定非営利活動法人外国人女性の会パルヨン代表理事） 

 

理  事 森  雄二郎（京都文教大学社会連携コーディネータ―）  

理  事 久保田 展史（一般財団法人滋賀ＹＭＣＡ常務理事 総主事）  

理  事 西山  さよ（滋賀大学国際交流課長）  

理  事 柴田  拓也（長浜市市民協働部市民活躍課長）  

常務理事 梅村  徹弥（公益財団法人滋賀県国際協会事務局長） ○ 

監    事 
柴田  直幸（株式会社滋賀銀行市場国際部国際営業グループ課

長） 
 

監    事 荻野  大（滋賀県総合企画部次長）  

   

８ 所在地 

  滋賀県大津市におの浜一丁目１番 20号 

  滋賀県立県民交流センター内 

 

理事会 

会 長 

常務理事 

評議員会 

彦根事務所（３人） 

監事 

本     部（12人） 
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法人名 公益財団法人滋賀県国際協会

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①会員の状況（一般・公益社団法人のみ） R6年度 R7年度 R6→R7増減

　②役員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

評議員総数 10 10 10

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

理事総数 7 7 7

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤役員数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

監事総数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

報酬額・年齢　

常勤役員の平均年齢
常勤役員の平均報酬（年額）（千円）

役員の報酬総額（年額）（千円）

　③職員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

職員総数 15 15 15

常勤職員 7 7 7

プロパー職員 3 3 3

うち県退職職員（ＯＢ）

県等からの派遣職員 2 2 2

うち県派遣職員

臨時・嘱託職員 2 2 2

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員 8 8 8

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ）

53.0 54.0 1.0 55.0

7,558 7,820 262 7,814

職員の給与総額（年額）（千円） 47,219 49,455 2,236 50,231

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計
(令和8年度当初実数) 3 3

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

24,367 22,386 △ 1,981 24,386

41,368 42,023 655 44,874

11,000

負担金 100 100 100

45,205 50,377 5,172 54,657

合計 111,040 114,886 3,846 135,017

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、同
一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

県からの
年間
収入額

事業費補助金 多文化共生推進事業補助金

運営費補助金 滋賀県国際協会事業費補助金

委託料
友好諸国受入事業受託金　2,280、ミシガン州立大学連
合日本センター管理運営事業受託金　52,377

その他

令和8年度　出資法人経営評価表 （別紙３・公益法人等用）

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）

プロパー職員の年代別職員数

項　　　　　　目 備考(R8内訳)

滋賀県国際協会法人会費

補助金

事業費補助金 ミシガン州交流団派遣事業補助金
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R5 R6 R7
中期経営計画、年度目標とも策定している。 〇 〇 〇
中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 〇 〇 〇
　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。 〇 〇
活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。 〇
活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。

活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。 〇 〇 〇
ニーズを把握するための手段を講じている。

具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。 〇
管理費比率が前期に比べ減少した。

管理費比率が前期に比べ増加した。 〇
管理費比率が２期連続で増加した。 〇
経常収益が２期連続で経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を上回った。 〇
経常収益が、当期は経常費用を下回った。 〇
経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。 〇
当期末において債務超過でない。 〇 〇 〇
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。

前期に比べ増加した。 〇
前期に比べ減少した。 〇
２期連続で減少した。 〇
当期末において累積欠損金はない。 〇 〇 〇
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 〇 〇 〇
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 〇 〇 〇
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見 県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

・第３期中期経営計画（以下「第３期中期計画」（令和
３～７年度））に基づき事業を遂行。計画最終年の令
和７年度に総括評価を行ったところ、概ね目標どおり
達成。

・新たに令和８年度を始期とした第４期中期経営計画
（以下「第４期中期計画」（令和８～12年度））および年
度目標を策定。

・次世代を担うグローバル人材の育成やＩＣＴを活用し
た国際交流事業の実施、年々増加する外国人県民
等への情報発信やサポート等、当協会の全ての事業
は社会情勢に的確に対応しており、その意義は大き
い。

・令和７年度を終期とする第３期中期計画の
総括評価において、指標の過半において目
標を達成しており、概ね計画通りの経営がで
きている。

・新たに令和８年度を始期とする第４期中期
計画を策定し、その実現に向け、次世代を対
象とした人材育成事業を進めるとともに、ＩＣＴ
を活用するなど、効果的な取組となるよう工
夫している。引き続き活発な事業が行われる
よう、関係機関と連携していく必要がある。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

健全性
債務超過の状況

・財務状況に関しては、常にその健全性の確保に努
めており、借入金はなく、支払い能力にも問題ない。

・経常費用は△７万円ほどとなったが、事業費の実質
的なマイナスは小幅であり、中期的収支均衡を保て
ており、問題はないと考える。

・主に収益事業が減収となったことにより、正
味財産期末残高がわずかに減少したが、財
務の健全性への影響はわずかである。

・財務状況については、概ね良好であり、今
後も、安定した事業継続に向けて、引き続き
財務の健全性の確保に努める必要がある。

正味財産期末残高の状況

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

効率性 経常費用に占める管理費の状況

・管理費比率の増加は、人件費や事務所管理費の増
額などによるものである。
・経常収益が経常費用を下回ったが、当期経常増減
額は△７万円ほどと小幅なマイナスであり、中期的収
支均衡を保てており、問題はないと考える。
・収益事業（パスポート写真撮影）はパスポートのオン
ライン申請の影響で、減収となっている。

・外部資金の積極的な獲得および経常費用
の節減に努めているが、収益事業が減収と
なっており、引き続き不断の収益の確保と経
費の節減に努める必要がある。
・管理費比率の増加は0.1ポイントであり、事
業への影響はわずかである。
・経常収益が経常費用をわずかに下回った
が、事業への影響はわずかである。

経常収益・費用の比率
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R5 R6 R7
区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見 県の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない 〇 〇 〇

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度 〇 〇 〇
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない 〇 〇 〇
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。 〇
経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。 〇 〇
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない 〇 〇 〇
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない 〇 〇 〇
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 〇 〇 〇
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 〇 〇 〇
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

規程を整備している。 〇 〇 〇
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っている。 〇 〇 〇
情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

〇 〇 〇

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 〇 〇 〇
業務監査を実施していない。

自立性

県派遣職員の状況

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

・ミシガン州立大学連合日本センター管理運営事業
委託料の光熱水費が大幅に増となった。また、人件
費が全体として増加しており、県財政支出の割合が
大きくなった。

・団体の運営および事業にあたっては、協会の自立
性・主体性が発揮できるよう努めており、協会の業務
内容および財務状況、職員の構成から、引き続き、県
の一定の財政的・人的関与は不可欠と考える。

―

透明性 情報公開規程の整備状況

・平成28年度から情報公開規程を設け、ホームペー
ジ等で情報の積極的な公開に努めている。

・公益法人移行当初（平成23年）から文書管理規程を
設け、適正な文書の作成、整理、保存等に努めてい
る。

・新公益法人会計基準を平成23年度より導入し、より
透明性の高い情報公開に努めている。

・情報公開規程を整備し、ホームページでの
積極的な情報公開に努めている。引き続き、
的確な情報発信を行っていく必要がある。ま
た、文書管理規程も整備し、適切な文書管理
に努めている。情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

文書管理規程の整備状況

文書管理の実施状況

・団体の事業については、県との密接な連携
が求められる。今後も引き続き、自立性を損
なわない範囲で必要最小限の県からの人的
支援が必要である。

―

県財政支出の状況

知事・副知事の代表者への就任状
況

県退職職員の就任状況

・県からの短期貸付や損失補償・債務保証は
ない。

・主にミシガン州立大学連合日本センター管
理運営事業委託料の光熱水費の増により、
県財政の支出の割合は増となっている。

・引き続き収益事業による自主財源確保を進
めつつ、新たな外部資金の確保や経費節減
等に継続して取り組む必要がある。

損失補償の状況
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財務に関する事項

・県の財務的な関与は、「しが外国人相談センター」設置・運営経費とする多文化共生推進
事業補助金や、ミシガン州立大学連合日本センター管理運営受託金などが大きな割合を占
めている。特に、ミシガン州立大学連合日本センターの施設の老朽化に伴う修繕費の増
や、人件費高騰等を背景とする施設維持管理にかかる諸業者への委託費の増、全国的な
光熱水費の高騰等が大きく影響しており、すべて外的要因に起因する経費の増加となって
いる。

・当期、主な自主財源確保のための収益事業（パスポート写真撮影）は、令和７年３月末か
ら一部開始されたパスポートのオンライン申請により、大幅に減収となり、今後も同様の見
込みであることから、今後も引き続き、新たな収益事業の検討、会員（特に団体会員）の確
保、外部資金の獲得、事業の見直しおよび経費の節減に努め、対応していく。

・財務状況に関しては、令和３年度から令和４年度にかけてコロナ禍により収益事業を休止
したことから大幅な減収となったが、令和５年８月に再開し、経常収益に占める自主事業収
益率は改善された。しかし、令和７年３月のパスポートのオンライン申請の導入に伴い、収
益が減少しているため、新たな収益事業の柱を考えていく必要がある。

・引き続き、収益事業による自主財源の確保や外部資金の獲得を継続した上で、効果的・
効率的な事業実施に向けた取組が求められる。

・第３期中期計画（令和３～７年度）に基づき事業を実施し、最終年度として、計画の総括評
価を行い、目標も順調に達成した。役員会やパブリックコメント等を通じて広く意見を聴取し
たうえで、新たに第４期中期計画（令和８～12年度）を策定した。

・新たな計画では、「グローバルな視点で考え行動できるひとづくり」、「専門性を活かした情
報収集・発信」、「多文化共生の意識が根付く地域づくり」、「ボランティア・市民活動団体の
活動促進」を重点的に推進する施策として取り組んでいく。

・多文化共生総合相談ワンストップセンター設置・運営では、「しが外国人相談センター」（12
言語以上に対応）の機能を生かし、多様な相談対応に努める。また引き続き、法律相談を
実施する。

・県域における災害時の外国人支援体制の整備については、当協会のＢＣＰを所内訓練を
通して確認。県との「災害時における外国人県民等支援に関する協定」に基づき、防災訓練
の実施や、県・市町との役割分担を明確化し、支援体制の連携・強化に引き続き努める。

・経費節減・自主財源の拡充については、事業実施にかかる経費節減に努めつつも、大き
な成果を得られるよう、外部からの資金獲得はじめ、関連機関との協働実施やICTの活用な
ど工夫するよう努める。

・令和３年３月策定の第３期中期計画に沿って、人材育成やICT活用を重視する方向性を掲
げて事業を進め、第３期中期計画の総括評価において、指標の過半において目標を達成し
ている。今後も外国人県民等を取り巻く環境は目まぐるしく変化すると考えられるため、社会
情勢を的確に把握しながら、新たに策定した第４期中期計画に沿った対応をしていく必要が
ある。引き続き、国際協会の事業を支援していく。

・多文化共生総合相談ワンストップセンターとして「しが外国人相談センター」を運営し、滋賀
弁護士会と連携するなど相談体制の充実に努めている。今後も同センターの一層の利用促
進に向けて支援していく。

・災害時の外国人対応については、国際協会との協定に基づき、県域における体制整備に
向けての取組について引き続き支援する。

・年度ごとに設定している自主財源率については、令和２年度以降、コロナ禍の影響を大き
く受けたが、令和５年度から収益事業を再開し改善されたものの、その収益は今期より減少
している。今後も自主財源確保に向けて取組が実施されるよう支援する。

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

・外部資金を獲得し、グローバルな視点を持つ次世代人材の育成や事業を通じて見えてき
た地域課題の解決に向けたオリジナル国際教育教材づくりの取組に着手した。

・多文化共生総合相談ワンストップセンターとして設置している「しが外国人相談センター」
は、専門家による法律相談を実施したほか、多国籍化、来日・滞日背景が多様化する外国
人県民等に寄り添った支援を行うため、関連機関等と連携しつつ幅広い相談に対応した。
相談件数は、対前年度比124.3％と増加。また、多言語での情報提供の充実に努めた他、
滋賀県に避難中のウクライナ人への支援を引き続き実施した。

・災害時の外国人支援については、令和２年10月締結の滋賀県との「災害時における外国
人県民等支援に関する協定」に基づき、県・市とも連携し外国人の避難対応の訓練や啓発
活動等を行った。今後も大規模災害に備えて訓練等を行っていく。

・第４期中期計画に基づく事業実施については、次世代グローバル人材育成事業に取り組
むなど、「滋賀県多文化共生推進プラン（第３次改定版）」との整合性を図りつつ、県内の国
際活動推進の中核的組織として広域的、専門的な事業が実施されるよう、県としても必要な
助言・提案を行っていく。

・県内の外国人人口が引き続き増加傾向にあり、相談件数が増加するとともに、相談内容
が多様化する中、多言語による積極的な情報提供や、個人の実情に応じた相談対応、ウク
ライナ人避難民への継続した支援など、県域の国際協会としての取組を評価する。

・災害時の外国人支援については、国際協会としても主体的に取り組んでおり、県域の支援
を行う中核的組織としての役割を果たしている。取組の一層の進展に向け、県・協会の協定
に基づき、災害時支援の体制整備に向けて引き続き支援していく。
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実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

・第３期中期計画に基づく事業の令和７年度実績と目標は以下のとおり。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【R７年度実績】【R７年度目標】
　➣ 次世代人材育成プログラムファシリテーター
　　として実践した人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５人　　　　　　５人
　➣ 国際交流・協力ライブチャンネル開催回数　　　　　　　 　　 ２回　　　　　　５回
　➣ 災害時外国人サポーター活動分野別新規
　　　登録者数（累計）　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９人　　　　　　５人
　➣ ホームページアクセス数　　　　　　　　　　　　　　  　　112,904件　　　150,000件
　➣ 自主財源比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13.9％　　　　　6.5％
 
・ホームページアクセス数は、コロナ禍には国や県からの通知を多言語で発信していたた
め、アクセス数が爆発的に伸びたが、現状は通常期の数値に落ち着いている。今後はホー
ムページのみならず、Facebookを始めとした様々な広報ツールを運用することで、本協会の
情報発信に取り組んでいく。

・経費の節減および収益事業による自主財源の拡充等については、年度前半は収益事業
がまだ好調であったことや外部資金の獲得などで目標としていた自主財源比率6.5%以上を
達成した。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

・第３期中期計画に基づいた事業については過半が目標を達成した。第４期中期計画が新
たに策定されており、目標達成に向け指導・助言を行っていく。

・ホームページアクセス数は、通常期の水準に落ち着いているものの一定のアクセス数を維
持している。Facebookにおいても、継続的な情報発信をしており、今後も多様なツールを活
かした効果的な情報発信となるよう情報提供等の支援を行っていく。

・収益事業の再開により、自主財源比率は改善されているものの、その収益は減少してお
り、引き続き、経費の節減および自主財源確保が進むよう支援する。

実施計画に定める目標 左の実績 実施計画に定める目標 左の実績

　　　　　　総　合　所　見

・今後も国際協会の役割を再認識し、令和７年度に策定した第４期中期計画の目標達成に
向け、「実践の輪を広げよう」 をテーマとして、誰もが国際理解・多文化共生の意識を高く持
ち、自分ごととして実践し、地域社会にその輪が広がることを目指して事業を展開する。

・令和８年度以降は収益の減少が予想されるため、引き続き、外部資金の獲得、経費節減
に努めるとともに、他機関・団体と連携するなどして効果的な事業実施を図る。また、当協会
ウェブサイトはじめ、さまざまなSNSを活用して事業報告や情報発信に力を入れ、当協会の
認知度を上げることで会員獲得につなげるなど、自立性向上や財政の健全化に向けて自主
財源比率を上げていくよう取り組む。

・県内外国人人口は令和７年12月末に44,735人と過去最高を更新（前年比3,260人増）。「し
が外国人相談センター」では、多様な国籍や背景を持つ新規来日者や30年以上の滞日歴
のある人たち、外国人を雇用する企業、一般の日本人からと幅広い層から相談が増加して
おり、相談状況は年々新たな様相を呈している。相談者が抱える問題は、個々の背景や状
況が異なるため、関連機関と連携し、きめ細かな対応と多言語による情報提供に引き続き
努める。

・ウクライナからの避難が長期化する中、滋賀県に避難してきたウクライナ人の方々が健康
で安心して生活ができるよう、引き続き支援に努める。

・災害時の外国人支援については、令和２年度に締結した県との協定に基づき、今後も、大
規模災害に備え、県や市町と連携しながら体制整備に努めていく。

・社会情勢や県民ニーズに適した必要で効果的な事業実施に向けて、法人の強みである情
報力、協働力、ネットワーク力、専門性を生かしながら事業に取り組むことが求められる。そ
のためには、県との密接な連携が不可欠であり、今後も財政的支援（事業補助）や人的支
援（県職員派遣）を行っていく必要がある。経営改善、自立性拡大、効果的・効率的な事業
実施、自主財源の確保に努められるよう、第４期中期計画に則した事業執行の支援を行っ
ていく。

・言語や文化、習慣などが異なる様々な外国人の滞在の長期化・定住化が更に進み、県内
人口における外国人比率も高まる中、すべての県民が同じ地域社会で共に生き、共に支え
合う関係であるとの意識を持つことがますます重要である。国際協会が県民と行政の橋渡
し役となり、滋賀県多文化共生推進プラン（第３次改定版）に基づき、多文化共生社会の実
現に向けた中心的な役割を引き続き果たしていけるよう、取組を支援していく必要がある。

・ウクライナ人避難民が、本県で健康で安心した生活を送るために必要な支援を行えるよ
う、引き続き取組を支援する。

・災害時の外国人支援については、県との協定を実効性のあるものとし、関係機関と連携、
調整しながら、適切に対応する必要がある。

・第３期中期計画の総括評価および第４期中
期計画の策定
・多文化共生総合相談ワンストップセンター
運営と相談員の資質向上
・災害時外国人サポーター数
　令和３年度128人→令和８年度153人
・自主財源比率
　令和８年度決算 6.5%

・第３期中期計画の総括評価を実施、第４期
中期計画を策定した。
・令和７年度相談件数　1,583件
　（前年度比　124.3%)
・令和７年度末　154人
　（前年度比　８人増（９人増加、１人減少））
・令和７年度決算　13.9％

・第３期中期計画の総括評価および第４期中
期計画の策定
・多文化共生総合相談ワンストップセンター
運営と相談員の資質向上
・災害時外国人サポーター数
　128人→153人
・自主財源比率
　令和８年度決算 6.5%

・災害時外国人サポーター養成講座（県との
共催）を実施し、新たに９人が災害時外国人
サポーターに登録した。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照
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【参考資料】

　財務諸表等へのリンク
（公財）滋賀県国際協会へのＨＰのリンク https://www.s-i-a.or.jp/about/disclosure

　※行政経営方針実施計画（2022年度～2026年度）

- 8 -


